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〇この資料は、令和 8 年（2026 年）2 月に実施した、経済波及効果分析研修で使用したも
のです。 

 
 
 

 
 
 
 

産業連関表に関する初歩的解説 

神奈川県産業連関表からみた県経済の構造 

経済波及効果分析の流れとポイント 

分析ツールを利用した経済波及効果の算出方法 

分析ツールの概要と使い方 

観光消費ツールに関する留意点 

経済波及効果が算出可能な事例・困難な事例 

研修で扱う分析事例に関する留意点 

産業連関分析（経済波及効果分析）の留意点 

①キャッシュレス事業で消費が増えたことによる経済波及効果 

②２０２７年 国際園芸博覧会（GREEN×EXPO ２０２７)の経済波及効果 

③データセンター建設による経済波及効果 
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〇令和２（2020）年神奈川県産業連関表は、令和 7 年（2025 年）12 月に公表されました。
報告書、分析ツールも同時に公表されたので、表記のURLから確認してください。 
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〇はじめに、産業連関表に関する初歩的な解説を行います。 
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〇人間が経済活動によって作り出したものを生産物または財・サービスといいます。生産物
は大きく、最終財と中間財に分かれます。 

〇最終財とは、その生産物自体の使用・消費を目的として購入されるものであり、中間財と
は他の生産物を生産する工程で消費されるものを指します。 

〇同じ生産物であっても、状況によって最終財になることもあれば中間財になることもあ
ります。（スーパーで買われるみかんは最終財ですが、ジュースの生産で使用されるみか
んは中間財。） 

〇経済波及効果の考え方を理解するために、まず、両者を区別しておく必要があります。 
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〇この例では、ジュースが最終財、みかんが中間財です。 
〇猛暑により最終財であるジュースに対する需要が 2 倍になると、中間財であるみかんの
生産も 2倍になります。 

〇ここでは、ジュースの生産増加が直接的な経済波及効果、みかんの生産増加が間接的な経
済波及効果となります。 

〇現実の経済は複雑ですが、産業連関表を用いることで経済波及効果を簡易に計算するこ
とが可能です。 
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〇産業連関表は日本全体を対象にした基本表が 5 年に一度作成され、それを追う形で都道
府県、政令市などが自地域を対象にした産業連関表を作成しています。 

〇産業連関表の役割・特徴は大きく 2つあります。 
〇一つは、表そのものが情報の宝庫であるという点。産業間の取引を産業連関表ほど詳細に
描写した加工統計は他に類をみません。 

〇もう一つは、経済波及効果を計測するためのツールとしての役割です。学術的には波及効
果分析は、数量分析と価格分析に分かれますが、この研修では数量分析を扱います。 
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〇仮想の数例により産業連関表の見方、構造を説明します。 
 
 
 
 

 
 
〇みかん、石炭、ジュース、農薬、電気の 5 つの生産物から成る経済を考えます。 
〇それぞれの生産額と中間財の使用額は表のようであるとします。 
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〇はじめに、ジュースの生産に注目します。 
〇この経済ではジュースは 150 万円生産されます。ジュースの列の最下行に生産額の 150
を記入します。 

〇ジュースの生産に際しては、みかんを 40 万円、電気を 10 万円、中間財として消費しま
す。そこでみかんの行と電気の行を作成し、ジュースの列との交点にそれぞれ 40 と 10を
記入します。 

〇生産額の 150 万円と中間財の消費額 50 万円の差分である 100 は、（人が働いたり機械が
稼働したりすることにより）ジュースを生産する工程で新たに加えられた価値と解釈す
ることができます。これを付加価値とよび、ジュースの列との交点に 100 を記入します。 
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〇みかんの生産についても同様に表現します。ここでは新たに農薬の行が追加されていま
す。 

 
 
 

 
 
〇石炭についても同様です。 
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〇農薬についても同様です。 
 
 
 
 

 
 
〇電気についても同様です。新たに石炭の行が追加されました。 
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〇出番のなかったジュースの行を追加します。 
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〇みかんの生産を例に、表の読み方を復習します。 
〇最下行の数字は当該列部門の生産額をあらわします。みかんの列の最下行は 100なので、
みかんの生産額は 100 であることが分かります。 

〇上の 5 行は、中間財として消費した額をあらわします。みかんの生産で農薬を 50、電気
を 10 消費したことが分かります。なお中間財として消費されることを産業連関表では
「投入」とよびます。 

〇付加価値の行は、当該列部門の生産で発生した付加価値の額をあらわします。ここではみ
かんを 100 生産する工程で 40 の付加価値が発生したと読むことができます。 
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〇次に、生産されたものがどこに売られていくのかを考えます。 
〇例えばみかんは 100 生産されましたが、それがどこに売られたのでしょうか？これは、
みかんの行をみることで明らかになります。 

〇ジュースがみかんを中間財として 40 投入したということは、反対側から見れば、みかん
はジュースに中間財として 40 販売されたことになります。 
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〇それでは残りの 60 はどこに売られたのでしょうか。その答えは、「残りの 60 は中間財と
してではなく、最終財として（家計等に）販売された」というものです。 

〇最終財の列に記載した 60 がそのことを表します。 
 

 
 
〇ここで売れ残りはどうなるのか、と疑問を持たれた方がいるかもしれません。 
〇売れ残りは、産業連関表では「在庫純増」（いわゆる在庫投資）としてカウントされ、最
終財の一部になります。このような仕組みにより、生産されたものは必ずどこかに販売さ
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れることになります。 

 
 
〇表の最右列にそれぞれの生産額を記入します。すると、ヨコに見た合計は生産額に等しい
ことが分かります。 

〇タテに見た合計も生産額に等しいことが確認できます。産業連関表をタテに見ると、当該
列部門の生産に要する費用の構成を知ることができます。（先述したように中間財の消費
を「投入」とよびます。） 

〇一方、産業連関表をヨコに見ることは、当該行部門の販売先をみることになります。産業
連関表では販売のことを「産出」とよびます。産業連関表をヨコにみることで、当該産業
の販路（産出）の構成を知ることができます。 
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〇スライド 23 の図では、産業連関表の外形をもう少し整えて示しています。 
〇オレンジの部分は産業 2 が投入する中間財であり、中間投入といいます。 
〇黄色の部分は産業 2 に対する中間財としての需要であり、中間需要といいます。また最
終財としての需要は最終需要とよび、表の右上（県内生産額の左側）がこれに該当します。 

〇左上の中間財との取引を示すセルを内生部門とよびます。 
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〇粗付加価値部門は、スライド左側の項目から構成されます。中身の構成は部門により異な
りますが、雇用者所得が最も大きな値をとることが多いです。 

〇最終需要部門はスライド右側の項目から構成されます。（この段階では移入、輸入は無視
しています。）最も大きな値をとる項目は民間消費支出で、いわゆる個人消費に近い概念
です。 
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〇次に、これまでの説明では無視してきた移入・輸入が産業連関表ではどのように扱われて
いるかを確認します。 

〇スライドの表は、域内産品と移輸入品を分離して計上しており、黒字が域内産品、赤字が
移輸入品であることをあらわします。 

〇タテに見た場合、投入と粗付加価値の合計は、県内生産額に等しいことを確認してくださ
い。またヨコにみた場合に、域内産品への需要の合計は、県内生産額に等しいことも確認
してください。 

〇ここでの表のように、域内産品と移輸入品をセルごとに分離して表章する方式を非競争
移輸入型といいます。 

〇非競争移輸入型の産業連関表の作成には膨大な労力と調査が必要となるため、地域表で
は競争移輸入型とよばれる形式の表を作成します。次のスライドでその構造を説明しま
す。 
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〇前のスライドにおける域内産品と移輸入品を各セル内で合算します（スライドの緑字）。
次に、同一行内の移輸入品を集計し「（控除）移輸入」の列に符号をマイナスにして計上
します。これが競争移輸入型の産業連関表です。 

〇タテの合計もヨコの合計も県内生産額に等しくなっていることを確認してください。 
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〇非競争移輸入型は全国表において 5年に一度作成されます。（ただし全国表では移入が概
念上存在しないため、非競争輸入型とよびます。） 

〇神奈川県を含む地域表では、競争移輸入型の産業連関表を作成しています。 
〇競争移輸入型の表においては、中間需要や最終需要の中に移輸入品が含まれている点を
理解しておいてください。 
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〇粗付加価値の合計（黄色の部分）と最終需要の合計（薄緑の部分）は必ず等しくなります。
このような経済（産業連関表）の性質を「二面等価」とよびます。 

 

 
 
〇産業連関表は、基本分類とよばれる単位で推計されます。 
〇利用者の目的に応じた利用を可能にするために、段階的に統合されたものが公表されて
います。 

〇部門分類の詳細と定義については、総合解説書を参照してください。 
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〇ここからは、実際の神奈川県産業連関表から県の経済構造に関する読み取りを行います。
まずは、図に示す 4 部門の集計表により表の見方を確認して行きます。 
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〇ここでは、➀県内生産額、②粗付加価値額（GRP; Gross Regional Product、日本語では県
内総生産）、③県内需要、④移輸出、⑤移輸入について確認します。 

〇いわゆる GDP（県の場合は GRP）は、粗付加価値のことであり、産業連関表の県内生産
額ではない点に注意してください。 

〇移輸入率とは、県内需要のうち、移輸入品により賄われる比率を表します。自給率はその
逆で、県内需要のうち、域内産品により賄われる比率を表します。移輸入率と自給率の合
計は必ず 1 になります。 
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〇県内需要の定義を確認してください。 
〇移輸入率と自給率の概念は非常に重要です。確実に理解してください。 
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〇次に特化係数と県際収支を扱います。 
〇神奈川県におけるある産業の特化係数とは、神奈川県においてある産業が全体に占める
シェアを全国におけるそれで除したものであり、当該産業のシェアが全国よりも大きけ
れば特化係数は 1より大きくなります。（逆は 1 より小さくなります。） 

〇特化係数をみることで、その地域が当該産業にどの程度“特化しているか”または“特化し
ていないか”を定量的に評価することが可能となります。 

〇4部門表でみて特化係数が相対的に高いのはサービス業、著しく低いのは農林漁業となっ
ています。 

〇県際収支とは、移輸出から移輸入を差し引いたものです。県際収支がプラスの場合を「黒
字」、マイナスの場合を「赤字」とよぶことがあります。 

〇県際収支は、4 部門表でみると、サービス業で黒字、その他の部門では赤字となっていま
す。 
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〇次に、統合大分類（37 部門）により、神奈川県経済の構造を概観していきます。 
 

 
 
〇県内生産額と部門ごとの構成比、特化係数です。 
〇県内生産額が 2.5 兆円を超える部門にオレンジで網を掛けています。特に大きいのは、不
動産の約 7 兆円、対事業所サービスの約 5.5 兆円、商業の約 4.4兆円であることが分かり
ます。 

〇特化係数が高いのは、情報通信機器の 2.203、石油・石炭製品の 2.143 となっています。 
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〇特化係数をグラフにしてみます。1を上回るのは、前のスライドで言及した部門を除けば、
電気・ガス・熱供給、化学製品、教育・研究、業務用機械などであることがみてとれます。 

 
 
 

 
 
〇粗付加価値額と部門別の構成比、特化係数です。概ね県内生産額と同じ傾向にあることが
分かります。 
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〇生産額に占める中間投入の比率を投入係数といいます。 
〇表は県内生産額が大きい部門の投入係数を比較したものです。投入係数の大きさには、そ
れぞれの部門の特徴が出ていることが分かります。 
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〇生産された生産物が販売されることを産出とよびます。 
〇表は、左側で総供給（県内生産額＋移輸入額）と内生部門計、民間消費支出、県内総固定
資本形成、純輸出の別に産出額を示し、右側では産出の比率を表しています。 

〇列 A では総供給が 2 兆円を超える部門に網を掛けています。右側（列 F~列 J）では、産
出比率が 40%を超える部門に網を掛けています。産出先も部門により大きく異なること
が分かります。 
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〇表は、移輸出入額（列 A～列 D）、県際収支（列 E）、移輸出率（列 F）、移輸入率（G 列）
を示したものです。 

〇県際収支は多くの部門で赤字ですが、特に鉱業（約△1.5 兆円）で大きくなっています。
石油製品の製造で大量の原油等を輸入することが背景にあります。 

 

 
 
〇県際収支のグラフです。黒字が目立って大きいのは、石油・石炭製品、教育・研究、輸送
機械、電気・ガス・熱供給であることが分かります（赤の棒グラフ）。 
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〇移輸入率のグラフです。全般に農林漁業、鉱工業で高く、それ以外の部門では低いことが
分かります。 

〇モノ以外の生産物は、人の移動を伴います。例えば、飲食サービスの移入は、神奈川県民
が神奈川県外の店で飲食をした場合に発生します。このため、モノの移輸入に比べて低く
なる傾向にあります。 

〇建設、公務などの部門は、その定義上、移輸入はゼロとなります。 
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〇ここからは、経済波及効果分析の流れとポイントについてお話します。 
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〇図は、経済波及効果分析の流れを示したものです。 
〇分析の出発点は需要の発生です。例えばパソコンに対する需要が発生したとします。産業
連関分析では、需要を満たす生産が即座に行われると想定します。この当初の需要に応じ
て発生する生産のことを直接効果とよびます。 

〇パソコンを生産するために中間財の生産が誘発され、更にその中間財のための中間財の
生産が誘発されるという連鎖が延々と続きます。このような中間財の誘発による効果と
直接効果をまとめて 1次波及効果とよびます。 

〇一方、生産を増やすために、生産者は中間投入だけでなく、人手（経済学では「労働」と
いう）を増やす必要があります。労働者を増やすということは、マクロ的には家計の所得
が増えることを意味し、それが新たな消費を発生させ、追加的な生産誘発を招きます。こ
のような家計の所得増加を介した生産波及のことを 2次波及効果とよびます。 
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〇ここで産業連関分析の大前提についてお話します。 
〇産業連関分析では、需要が生産を決定すると想定します。需要は中間需要と最終需要から
構成されますが、中間需要は元を辿れば最終需要から生じるものであることから、最終需
要の発生が経済波及効果分析の出発点となります。 

〇現実の世界では、供給制約により、需要があっても生産が行えないというケースは多々あ
ります。（例：東日本大震災後の復興が人手、資材の不足により進まなかった。自動車の
生産が半導体不足で遅延した、など。）しかし産業連関分析の世界では、このような供給
制約は一切考慮しません。 

〇経済波及効果の計測の流れは、実際の生産工程とは逆である点も認識しておく必要があ
ります。図の例では、砂利が生産され、それを中間財としてセメントが生産され、道路が
生産されます。これは実際の生産工程ですが、経済波及効果分析では、まず最終財である
道路の需要が発生し、それがセメントの生産を誘発し、更に砂利の生産を誘発するという
流れを想定します。 
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〇ある生産物を１単位生産するのに必要な中間財の量を投入係数といいます。 
〇投入係数が大きいほど、誘発される中間財の生産は大きくなります。 
〇投入係数が分かれば、究極的に誘発される生産物の大きさを数学的に計算することがで
きます。当初に発生した需要の大きさに対する、究極的に生産される生産物の倍率の集合
をレオンチェフ逆行列といいます。（単に、逆行列ということもあります。） 

〇ちなみに、レオンチェフとは、ノーベル経済学賞を受賞した、産業連関分析の創始者の名
前です。 
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〇部門ごとの生産誘発額は、レオンチェフ逆行列に需要ベクトルを乗じることで求められ
ます。 

〇発生需要ベクトルの推計が、経済波及効果分析の第一歩となります。この際に認識してお
くべき点が 3点あります。 
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〇1 点目として、分析対象とする費目を産業連関表の分類に対応付ける必要がありますが、
この対応を正確に行うことが求められます。 

〇例えば、「米」は統合中分類では耕種農業に対応しますが、精米（店頭で販売されている
もの）は食料品に対応します。 

〇屋台での焼きそばの購入代など、食料品か飲食サービスか曖昧なものもあります。（理論
的には、屋台で食事をすれば飲食サービスだが、持ち帰れば食料品。） 

〇この対応関係は、産業連関表の総合解説書を参照しながら行います。 
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〇2点目として、額面上の取引額には、本体以外の流通経費が含まれています。これらは本
来、商業部門、運輸部門のサービスに対する需要であることから、図に示すような付け替
えを行う必要があります。 

〇実際にはこの作業は分析ツールが自動的に行うため、手順を深く理解する必要はありま
せん。こういうことをツールの中で行っている、ということが分かっていればそれで十分
です。 
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〇3 点目は、神奈川県内の生産を誘発するのは、県産品に対する需要であるという点です。
県内でいくら需要が発生しても、それが県外産品によって賄われれば（商業部門などのマ
ージンを除けば）県内への生産誘発はほとんど発生しません。 

〇県内産品への需要を求めるために、発生需要に県内調達率を乗じます。このようにして求
めた、県内産品への発生需要をレオンチェフ逆行列に乗じて生産誘発額を算出します。 

〇県内調達率は、なるべく一次資料から推計するのが望ましいですが、そのような情報が得
られない場合には、産業連関表の自給率で代用することが行われます。 

〇話を戻すと、発生した需要が県産品で賄われるのか、県外産品で賄われるのかは、県内へ
の経済波及効果を考える上で極めて重要な問題です。この点をよく認識しておいてくだ
さい。 
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〇以上、ここまでで説明したことのまとめです。 
〇需要ベクトルが作成できれば、あとの分析はツールが自動的に行います。需要ベクトルの
作成にあたっては、前に述べた１点目と 3点目についてよく留意してください。 
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〇経済波及効果分析（ここでは生産誘発を例とします）の流れです。 
〇出発点は発生需要ベクトルの設定です。これを生産者価格に変換し、（県内調達率を乗じ
て）移輸入分を控除し、県内産品に対する発生需要ベクトルを求めます。これにレオンチ
ェフ逆行列を乗じることで、1 次の生産波及が求まります。 

〇さらに賃金・所得の増加が新たな家計による消費を喚起します。この際に、所得の増加に
対する消費の増加の割合を示す指標である、消費転換率を使用します。 

〇消費の増加分にレオンチェフ逆行列を乗じることで、2次の生産波及が求まります。 
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〇ここからは、分析ツールを利用した経済波及効果の算出方法について説明します。 
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〇分析ツールとは、スライド 53 で示した一連の計算を自動で行うツールです。ただし、全
てをツールが行うわけではありません。ツールに与える与件、具体的には発生需要ベクト
ルと県内調達率は、自分で検討・作成しなければなりません。 

〇分析ツールには 4 つの種類があります。本来の産業連関分析の手順に基づくのが「汎用
ツール」です。その他、特定の状況でより簡易に経済波及効果を求めるためのツールもあ
ります。 
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〇汎用ツールにおいては、発生需要ベクトルと県内調達率を自分で作成する必要がありま
す。手間はかかりますが、経済波及の源泉と過程がもっとも見える化されることから、で
きるだけ汎用ツールにより分析を行うことをお勧めします。 

〇汎用ツール以外には、観光消費ツール、企業立地ツール、建設投資ツールがあります。 
 

 
 
〇各ツールは複数のシートから構成されますが、核になるのは「入力」シートと「結果」シ
ートです。 
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〇汎用ツールの基本設定です。金額、人数の単位と入力シート（2 つある）を指定します。
消費転換率の指定も可能ですが、通常の場合は、特に指定する必要はありません。 
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〇汎用ツールには入力用のシートが 2つあります。左側が「入力①」、右側が「入力②」で
す。どちらでも使いやすい方を選べば結構ですが、両方を同時に使用することはできませ
ん。 

 

 
 
〇汎用ツールの結果シートです。 
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〇建設投資ツールの入力シートです。建設部門が非常に細分化されている点が特徴です。建
設活動に関して精緻な分析を行いたい場合、建設種類ごとの経済波及効果の差異を検出
したい場合に利用します。 

 

 
 
〇企業立地ツールでは、スライドに示す 3つの分析が可能です。 
〇3つの分析は同時に行っても、どれか 1 つか 2つを分析しても構いません。3つの分析が
相互に影響しあうことはありません。 
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〇企業立地ツールにおける生産増加の入力シートです。ここでは需要の増加ではなく生産
の増加を扱うことから、内部ではやや特殊な計算を行いますが、詳細は割愛します。 

 

 
 
〇企業立地ツールの設備投資の入力欄です。ここでは企業が購入する生産物の種類ではな
く、企業の産業格付けに基づき投資額を入力する点に留意してください。 

〇企業の産業格付けに基づき、ツールが購入する資本財への割り振りを行います。分析者が
ダイレクトに資本財の種類を指定したい場合は、汎用ツールを使用してください。 
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〇企業立地ツールにおける建設投資の入力シートです。構造と経済波及の算出手順は建設
投資ツールと同じです。 

 

 
 
〇観光消費ツールの入力シートです。来訪者の延べ人数と消費単価を宿泊、日帰りの別に入
力します。 

〇消費単価は未入力でも計算可能ですが、後述する理由により、できるだけ自分で入力する
ことを推奨します。 
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〇観光消費ツールにおいて、消費単価を入力しない場合は、スライドに示す全国平均の単価
が採用されます。これはケースによっては過大であると考えられます。 

 

 
 
〇神奈川県独自の調査による消費単価を参考までに示します。これらの情報も参考にしつ
つ、分析者が最も適切と考えられる消費単価を入力することが必要です。 

〇観光消費ツールは近日中にリバイズを行います。その際には、上記の留意事項をより明確
な形でツールの中に記載する予定です。 
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〇経済波及効果は、通常の場合、発生した需要がどれだけの経済的影響（生産、付加価値、
雇用など）をもたらすかを計測したものです。したがって、需要が想定できないものは分
析の対象にはなりません。 

〇供給面からの影響は、（一般的な意味での経済波及効果分析の）分析対象とはできません。 
 

 
 
〇ここからは、庁内から寄せられた事例（３点）に基づき、分析の手順を紹介します。 
〇与件の設定は簡易的に行っている点に留意してください。 



52 
 

 
 
〇はじめに、キャッシュレス事業で消費が増えたことによる経済波及効果の計算を扱いま
す。頂いた与件はスライドに示す通りです。 

 
 

 
 
〇キャッシュレス事業の経済波及効果とは、同事業を行うことによって生じた効果を指し
ます。この意味において、頂いた与件の想定（金額）は過大と考えられます。 
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〇発生需要を想定するのに最も望ましい方法は、実際にアンケートなどの調査を行うこと
です。 

〇探してみたところ、そのようなアンケートの結果も見つかりました。（スライド 91 で紹
介します。）ただし、品目別の情報が存在しないことと、これを分析に反映させる時間的
余裕がないことから、今回はこのアンケート結果は利用しません。 
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〇今回は研修の材料であることから、購入金額(発生需要)の総額については頂いた与件（計

650 億円）に基づき分析を進めていきます。 
〇品目ごとの購入額は、別途に発掘したカテゴリー別の支出額と公的統計を組み合わせて
推計を行います。 

 

 
 
〇ネットを探索したところ、図に示すようなカテゴリー別の決済金額が見つかりました。こ
の構成比で、発生需要の総額では 650 億円を配分します（スライド右上）。 
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〇産業連関表の部門分類との対応は、総合解説書を参照しつつ行います。 
 
 
 

 
 
〇産業連関表との部門対応が明らかなものはそのまま対応させます。（飲食、食料品、ビュ
ーティー、宿泊施設など。） 

〇産業連関表の複数の部門に対応するものは別途に検討を行います。 
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〇はじめにドラッグストアについて考えます。ドラッグストアで何を販売しているかは、商
業動態統計調査からある程度把握することが可能です。 

〇多くの品目は、産業連関表との対応が明確ですが、一部で一対一に対応しないものもあり
ます（ヘルスケア用品、家庭用品など）。 

 
 
〇ヘルスケア用品、家庭用品など、一対一に対応しないものは、産業連関表の家計消費の構
成比で配分します。ただしその際に、明らかに該当しないもの（耕種農業、自動車など）、
既にカウントされているもの（食料品など）は、構成比の算出対象から除外します。 
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〇以上のような手順を経て、ドラッグストアにおける購入品目（消費ベクトル）が作成され
ました。 

 
 

 
 
〇ドラッグストア以外のカテゴリー、「ショッピング」と「その他」については、ドラッグ
ストアと同様に、商業動態統計調査の業態ごとの売上情報を用いることを検討します。 
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〇キャンペーンで利用した店舗に関するアンケート結果（右図）が見つかったので、これの
構成比を利用します。具体的には、既にカウントしている飲食店、ドラッグストアなどを
除いて業態ごとの構成比を求めます。 

〇（本来的には）業態ごとの購入額を求めた上で、ドラッグストアと同様の作業を行います。
ただしここでは、労力を軽減するために、コンビニ、スーパー、百貨店などの売上高を一
まとめにして、産業連関表の部門別構成比を算出しました。 
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〇発生需要は、カテゴリーに対応したもの、ドラッグストアから算出したもの、それ以外の
ものの 3 つから構成され、それらを合算した値が分析で採用する発生需要ベクトルとな
ります。 

 
 
〇汎用ツールを使って経済波及効果を算出します。表示単位を百万円、人数を人で指定しま
す。 

〇使用シートは②を用いることとします。 
〇消費転換率は、特段の情報がない限りは入力しません。 
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〇先に求めた発生需要ベクトルを入力欄の「購入者価格」に貼り付けます。ちなみに、通常
の場合は額面上の取引額は流通経費が込みになっているため、「購入者価格」に入力しま
す。生産者価格に入力するのは、工場出荷時点の金額などを扱う場合に限定されます。 

〇県内調達率は特段の情報がないため、入力しません。この場合には、産業連関表の自給率
が県内調達率として適用されます。 
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〇前のスライドで県内調達率は入力しないと言いましたが、サービスについては事情が異
なります。この場合のサービスはいずれも県内の事業所で生産されたものであることか
ら、県内調達率は 100%に設定しておきます。 

 
 
〇結果の出力シートです。650 億円の発生需要に対して、県内への生産誘発額が約 357 億
円、粗付加価値誘発額が約 192 億円、就業誘発者数が 4401 人となっています。 

〇生産誘発は商業、飲食サービス、食料品、飲料、洗濯・理容・美容・浴場業などの部門で
大きな値をとります。 
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〇生産誘発額の直接効果では、商業、飲食サービス、食料品、飲料、洗濯・理容・美容・浴
場業が上位に位置しますが、間接 1 次波及では不動産仲介及び賃貸、その他の対事業所
サービス、商業、電気などが上位に入ります。 

 

 
 
〇まとめです。ここでの分析はあくまで研修用に、簡易な想定に基づいたものであり、実業
務で分析を行う場合には、より精緻な作業が必要となる点に留意してください。 
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〇（参考情報）キャッシュレス事業による消費の増え具合に関するアンケート結果です。 
 
 
 
 

 
 
〇（参考情報）商業動態統計調査のドラッグストアにおける品目別販売額です。 
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〇2番目の事例は国際園芸博覧会に関する経済波及効果です。当初、頂いた事例に対するコ
メントはスライドの通りです。 

○与件データは特に提示されていないので、当方で想定したうえ、簡易な方法で試算を行い
ました。 

〇汎用ツールによる試算、そして観光消費ツールによる試算、それぞれ、その過程を示して
いきます。 

 
〇ホームページ上で公表されている国際園芸博覧会の概要です。 
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〇国際園芸博覧会の概要の続きです。 
 
 
 
 
 

 
 
〇同じく、国際園芸博覧会の概要の続きです。 
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〇通常、イベントの経済波及効果は、開催経費によるものと来訪者消費によるものに大別さ
れます。本研修では、来訪者消費によるものを扱います。 

○まず、消費総額は来訪者数に消費単価を乗じて求めます。消費単価については、アンケー
ト等で把握することが望ましいですが、今回は令和 6 年度観光客実態調査の値を利用し
ます。 

 
 
 
  



67 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇赤線が引かれた箇所は来訪者数に関する情報です。日本人と外国人の消費支出額や消費
品目は異なるため、本来は両者を分けて試算すべきですが、今回は区別せずに分析を行い
ます。 

 

 
 
〇赤線の箇所は試算に利用した消費単価です。これは神奈川県 令和 6 年度観光客実態調
査によるものです。消費単価に来訪者数を乗じることで、宿泊と日帰りそれぞれの、項目
別消費支出額が算出されます。 
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〇前のスライドで算出した消費支出額、産業連関表の部門分類と対応させます。対応がはっ
きりしたものは、宿泊費と飲食費だけです。他の支出額は別途に検討を行います。 
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〇交通費については、観光庁の旅行・観光消費動向調査に基づき、産業連関表の部門分類と
対応させます。実際、観光消費ツールでも同様の処理を行っています。 

○右側の構成比で交通費に関する来訪者の消費支出額を按分します。 
〇観光庁の旅行・観光消費動向調査の数値は全国に関するものであるため、地域に適用する
場合、その地域の特徴に留意する必要があります。例えば、海に面していない地域などは、
船舶を除外するなどの処理が考えられます。神奈川県には空港がないため本来は航空輸
送を除くべきですが、今回の分析では含まれている点に留意が必要です。 
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〇買物費も同様に、観光庁の旅行・観光消費動向調査に基づき、産業連関表の部門分類と対
応させます。 

 
 

 
 
〇観光費も同様です。 
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〇その他も同様です。 
 
 
 

 
 
〇発生需要のまとめです。交通費や宿泊費など、項目別に示しています。一番右側の合計は
部門別の集計値です。これが分析で採用する発生需要ベクトルとなります。 
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〇汎用ツールにおける初期設定です。表示単位や使用シートなどの基本設定を行います。 
 
 
 

 
 
〇入力②シートにの購入者価格に、先ほど作成した発生需要ベクトルを貼り付けます。 
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〇サービス部門の県内調達率を 100％に設定します。 
 

 
 
〇結果の出力シートです。約 1,690 億円の発生需要に対して、県内産品に対する需要（直接
効果）は約 1,522 億円、生産誘発額が約 2,344 億円、生産誘発倍率は約 1.54 倍となって
います。 

〇生産誘発の上位部門は宿泊業、飲食サービス、商業、娯楽サービスなどが該当します。 
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〇部門別内訳です。直接効果では、宿泊業、飲食サービス、運輸附帯サービス、鉄道輸送が
上位に位置しますが、間接 1次波及では電気、その他の対事業所サービス、商業などが上
位に入ります。 
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〇次に、観光消費ツールによる試算過程を示します。 
〇入力箇所は来訪者数及び消費単価です。 
〇先程、示した旅行・観光消費動向調査による項目別消費支出額の按分や産業連関表との部
門対応などの作業は要りません。ツール内で全て行いますので、来訪者数及び消費単価の
入力だけで自動的に分析されます。。 

〇ここで入力した来訪者数や消費単価は先程、汎用ツールで用いたものと同一です。 
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〇観光消費ツールによる結果です。トータルの生産誘発額が約 2,390 億円となっています。 
 
 
 

 
 
〇部門別内訳です。 
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〇分析で利用する消費単価はアンケート等で把握することが望ましいですが、難しい場合
は、出来るだけ実態に即した消費単価を用いることを推奨します。 

〇観光消費ツールを利用する場合、消費単価を入力しないと、デフォルトの消費単価が適用
されます。このデフォルトの消費単価は当該分析事例に適したものであるかを必ず確認
してください。 

〇次に、汎用ツールと観光消費ツールの分析結果を比較してみます。実は、両者は同様な計
算過程を辿っているので、結果は近似しています。完全に一致していないのは、流通経費
を求める際に異なるマージン率を利用しているからです。 

〇最後に、改めて注意喚起になりますが、県内調達率はデフォルトのものを利用しています。
そして、サービスについては、県内調達率を 100％に設定することを忘れないでください。 

〇本来は扱うべきですが、今回の試算では開催経費による経済波及効果は扱っていません。 
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〇データセンター建設の与件はスライドに記した通りです。 
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〇今回の分析では、30MW 規模の与件を利用します。頂いた与件は範囲であるため、中間
の値を初期値として、検討を始めていきます。 

〇問題となるのは、建設投資と設備投資の範囲が曖昧であることです。インターネットでデ
ータセンターの必要設備を調べると、いくつかの要素が挙げられておりますが、それぞれ
が建設投資と設備投資のどちらに分類され、どこまでデータセンターの特色を反映でき
るのかを検討する必要があります。 
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〇分析ツール（産業連関表）では、免震・耐震構造のみの分析は行えません。建物（建築部
門）の一部として捉えております。分析を行う際には、一般的な建築物に関するコスト構
造でしか分析を行うことができません。 

〇非常時の電力供給設備については、自家発電設備のことを指していると考えると、産業連
関表上は、建設部門に該当いたします。建設部門が自家発電用のタービンを購入し、それ
を据え付けると整理します。そのため、データセンターの建設では設備投資として理解さ
れるかもしれませんが、分析ツールを利用する上では建設投資として処理する必要があ
る点に留意が必要です。 

〇ラックについてはスライドに記載の通りです。 
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〇防火・空調設備については、免震・耐震構造と同様、建物（建築部門）の一部として捉え
られるため、高度な設備の分析は行えません。 

〇セキュリティ設備、回線断対策については、スライドに示している通り、問題なく分析が
可能です。 

〇以上をまとめますと、与件の中では、建設投資は建物、免震・耐震設備、防火・空調設備
が分類され、設備投資は、自家発電設備、ネットワーク設備、セキュリティ設備、その他
サーバー費用と考え、以降の検討を進めていきます。 
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〇前のスライドで挙げた各種設備を産業連関表に対応させると、スライドに示している通
りとなります。 

 

 
 
〇産業連関表の部門別に与件の投資額を按分する上で、按分比率が必要となります。本来な
らば、実際の工事費や類似事例の工事費を利用して按分比率を作るべきではありますが、
ここでは簡易的に AI を利用して、按分比率を作成いたしました。 
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〇念のための確認として、AI から出力された費用構成と、与件における費用構成を比較し
ています。AI から出力された構成比は、建設投資が土地（10％）、建築（20％）、空調設
備（15％）の計 45％となります。他方、設備投資は電気設備（25％）、IT 機器（サーバ
ー等）（30％）、計 55％となります。これを、与件の建設投資額と設備投資額の比率と比
較してみると、整合的であることが確認できました。 
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〇AI から出力した構成比は、IT 機器（サーバー等）とまとめられていたため、更にこの構
成比を出力します。ここでは AI 用途かそれ以外かで構成比が変わるため、ストレージ、
ネットワーク機器、セキュリティ機器、ラック関連の構成比を算出した上で、残りをサー
バーの費用といたしました。 

〇その上で、最終的な全体の構成比がスライドの左下の表となります。 
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〇AI の構成比から、与件を按分した結果となります。与件の建設投資と設備投資に分割を
した上で、AI 構成比を再計算し直して按分しております。 

〇ここでは非常用電源を設備投資として扱っておりますが、分析ツールを利用する際には、
建設投資として扱う点にご留意ください。 

〇以上で、分析ツールで利用する発生需要ベクトルの算出は完了となります。 
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〇汎用ツールと企業立地ツールの 2 種類を利用して、本事例を分析いたしますが、企業立
地ツールの企業建設については、建設投資ツールと同様のインターフェース・機能となり
ます。 

〇生産増加による効果は、需要の変動による経済波及効果とは異なる手順であることから、
汎用（需要増加）ツールでは分析が出来ないことに留意してください。そのため、生産増
加による効果は、企業立地ツールのみで分析を行います。 

〇県内調達率は本来検討すべきですが、本研修ではデフォルトの自給率を利用いたします。 
〇汎用ツールの分析では、比較のために設備投資と建設投資を分けて分析を行っていきま
す。 
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〇まずは汎用ツールを使った分析を行います。 
〇設備投資の基本設定はスライドの通りです。 
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〇購入者価格に、事前に計算した発生需要ベクトルを入力します。非常用電源は建設投資で
分析するため、ここでは入力しておりません。 

 

 
 
〇結果はスライドの通りです。値については最後にまとめて比較しますので、ここでは割愛
いたします。 
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〇建設投資の基本設定はスライドの通りです。 
 

 
 
〇購入者価格に、事前に計算した額を入力します。非常用電源についてもここで入力してい
ます。 

〇産業連関表の特性上、建設部門の自給率は 100％であるため、県内調達率を入力する必要
はございません。 
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〇結果はスライドの通りです。 
 
 
 

 
 
〇次に企業立地ツールを使った分析を行います。 
〇消費転換率については、特段の情報がなければ入力する必要はございません。 
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〇生産増加については、立地する企業の業種（部門）に増加額を入力してください。今回は
データセンターであるため、「情報サービス」に値を入力します。 

〇今回の分析はデータセンターの新規建設であるため、生産額全額の 76 億円を入力してお
りますが、既存立地企業が設備投資等によって生産額が増加する場合の分析を行う際に
は、増加した分だけを入力してください。例えば、売上高 20 億円の企業が、売上高 30億
円になった場合の分析では、1,000（10億円）と入力します。 

 

 
〇結果はスライドの通りです。 
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〇設備投資については、分析したい企業の業種（部門）に設備投資額全体を入力します。今
回は、非常用電源を除いた額が設備投資であるため、「企業の設備投資額」における「情
報サービス」の欄に 3,709 と入力します。企業立地ツールにおける設備投資の入力につい
てはこれのみです。 

〇入力した投資額を分析ツールが自動計算し、財別投資額が出力されます。財別投資額は企
業が属する部門（産業）における平均的な投資構成を基にしているため、与件で設定しな
かった部門にも額が計上されます。 
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〇結果はスライドの通りです。 
 

 
 
〇企業建設の入力欄はかなり詳細に区分されているため、事例とって適切な構造物を選ぶ
ことができます。今回は、オフィスビルのようなデータセンターを想定し、SRC 事務所
に値を入力しておりますが、例えば倉庫のような大規模データセンターの場合には、SRC
工場に入力することも考えられます。 
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〇非常用電源については、電力施設建設に入力します。 
 
 
 

 
 
〇結果はスライドの通りです。 
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〇今まで分析を行った結果を右下にまとめております。設備投資、建設投資共に最終的な額
が違うことが見て取れます。 

〇設備投資については、企業立地ツールは設備投資総額を部門の平均的な投資額を基に自
動的に計算を行うため、詳細に設定できる汎用ツールの方が適切な分析と言えます。また、
県内調達率を設定すれば、更に精緻な分析が可能になります。 

〇建設投資については、建物の構造が分かっている場合には、企業立地ツール（建設投資ツ
ール）の方が詳細に設定できます。 

〇生産増加は企業立地ツールのみで分析が可能です。 
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〇産業連関分析（経済波及効果分析）を行う際の留意点について補足します。 
 
 

 
 
〇スライドに記した通りです。③についてですが、県民経済計算では GDP のことを「県内
総生産」とよびます。これは産業連関表の「県内生産額」とは異なるので注意してくださ
い。「県内総生産」に対応する概念は産業連関表では「粗付加価値」となります。 
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〇スライドに記した通りです。産業連関分析では、需要が全てを決定するため、与件の需要
を大きくすれば、経済波及効果も大きくなります。分析が過度に楽観的にならないように
注意する必要があります。 

 

 
 
〇➆については、学術的な観点からは、産業連関表の見方を変えることで供給面での分析を
行うことは可能です。ここでは通常、地方自治体などで行う分析の世界では、需要サイド
の分析のみが可能という意味で申し上げています。 
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〇スライドに記した通りです。 
 
 
 


